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１　はじめに
　　本判決は、金属スクラップ等の継続的売買契
約において目的物の所有権が代金の完済まで
売主に留保される旨が定められた場合に、買主
が保管する金属スクラップ等を含む在庫製品
等につき集合動産譲渡担保権の設定を受けた
者は代金完済未了の金属スクラップ等につき売
主に上記譲渡担保権を主張することができな
いとの判断を示したものである。

　　以下、本件においてなされた所有権留保と譲
渡担保の優劣に関する最高裁判所の判断を、
事案の概要とともに紹介する。

２　事案の概要
 (1) 事実関係
　　Ｙ株式会社（以下「Ｙ」）は、Ａ株式会社（以下
「Ａ」）に対して電線屑等の金属スクラップを継
続・反復して売却する取引を行い、Ａが代金を
完済するまで売買目的物の所有権を留保する
旨合意していたところ、Ａの支払停止に伴い、留
保所有権に基づき、工場内に保管されていた
金属スクラップ等（以下「本件動産」）について
動産引渡断行の仮処分命令を取得し、これに
基づき本件動産を当該工場から引き揚げ、処分
した。
　　一方、株式会社Ｘ（以下「Ｘ」）は、Ａに対して
融資を行い、これを担保するため、Ａが同社の
工場内において保管する在庫製品等に対して
集合動産譲渡担保の設定を受けていた。

　　本件は、Ｘが、本件動産について、ＸとＹとは
対抗関係に立ち、留保所有権につき対抗要件
を具備しないＹは、集合動産譲渡担保権につき
対抗要件を備えるＸに対抗できないから、Ｙによ
る本件動産の処分行為はＸに対する不法行為
を構成し、又は、これにより得た利益はＸとの関
係で不当利益に当たると主張して、不法行為又
は不当利益（選択的請求）に基づき、Ｙに対し、
５０００万円（本件動産の価格に相当する金額）
及びこれに対する遅延損害金又は民法７０４条
所定の利息として、平成２７年１月２２日（上記仮
処分命令の執行終了の翌日）から支払済みま
で民法所定の年５パーセントの割合による金員

の支払を求めた事案である。
 (2) 第１審の判断
　　「目的物の所有権は、代金の完済までは移転
しないことになるのであるから、代金が完済され
ていない本件動産について、Ａがその所有権を
取得したものと認めることはできない」、「したが
って、本件譲渡担保は、Ａの所有しない本件動
産に係る部分については無効であるといえるか
ら、原告が、本件動産についての譲渡担保権を
被告に対して主張することはできない」とした上、
「Ｘは本件動産について有効な譲渡担保権を
取得しておらず、Ｙは、対抗要件の具備なくして、
本件動産についての自らの留保所有権をＸに
主張することができるから、Ｙが対抗要件を具
備しているかどうかについて判断するまでもなく、
Ｙによる本件動産の引き揚げ及び処分が、Ｘと
の関係で不当利得又は不法行為を構成するも
のと認めることはできない」と判示した。

 (3) 原審の判断
　　「本件売買契約に係る目的物の所有権は、当
該目的物の代金の完済をもってＹからＡに移転
するものと定められており、本件動産のうち、Ｘ
において代金の完済を主張立証した動産を除
く部分については、その所有権がＡに移転して
いないこととなる。これを前提とすると、当該部分
について本件譲渡担保は効力を有せず、Ｘは、
これをＹに対して主張することはできないものと
解される」とした上、Ａによる代金の完済により
留保所有権が消滅したと認められる本件動産
の価格相当額である１７７万７１５４円について
のみ不法行為が成立するものとした。

 (4) 上告受理申立て理由
　　「本件売買契約において、本件条項に基づき
Ｙが本件動産の所有権を留保することは本件
動産の所有権をＹからＡに移転させた上でＡが
Ｙのために担保権を設定したものとみるべきで
あるにもかかわらず、本件動産につき、その所有
権がＹからＡに移転しておらず、ＸがＹに対して
本件譲渡担保権を主張することができないとし
た原審の判断には、法令解釈の誤り、判例違反
がある。」
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３　判旨 
　　「本件売買契約は、金属スクラップ等を反復継続して売却
するものであり、本件条項は、その売買代金の支払を確保す
るために、目的物の所有権がその完済をもってＹからＡに移転
し、その完済まではＹに留保される旨を定めたものである。
　　本件売買契約では、毎月２１日から翌月２０日までを一つの期
間として、期間ごとに納品された金属スクラップ等の売買代金
の額が算定され、一つの期間に納品された金属スクラップ等
の所有権は、上記の方法で額が算定された当該期間の売買
代金の完済までＹに留保されることが定められ、これと異なる
期間の売買代金の支払を確保するためにＹに留保されるもの
ではない。上記のような定めは、売買代金の額が期間ごとに算
定される継続的な動産の売買契約において、目的物の引渡し
からその完済までの間、その支払を確保する手段を売主に与
えるものであって、その限度で目的物の所有権を留保するもの
である。

　　また、Ｙは、Ａに対して金属スクラップ等の転売を包括的に
承諾していたが、これは、ＹがＡに本件売買契約の売買代金
を支払うための資金を確保させる趣旨であると解され、このこ
とをもって上記金属スクラップ等の所有権がＡに移転したとみ
ることはできない。
　　以上によれば、本件動産の所有権は、本件条項の定めどお
り、その売買代金が完済されるまでＹからＡに移転しないもの
と解するのが相当である。したがって、本件動産につき、Ｘは、
Ｙに対して本件譲渡担保権を主張することができない。」

４　分析・解説
  (1) 問題の所在
　　「所有権留保」とは、売買代金の完済前に売買目的物が買
主に引き渡されるかたちの売買契約において、未払いの代金
債権を担保する趣旨で、特約などに基づき、売主が、代金の完
済までその目的物の所有権を留保することをいう。

　　これに対して、「譲渡担保」とは、債務担保のため目的財産
（とくに所有権）を債務者または物上保証人から債権者に移
転し、債務が弁済されると設定者に復帰するが、債務不履行
が生ずると債権者はその財産につき私的実行の方法によって
優先弁済を受けることができる判例方上の物的担保制度で
ある。

　　所有権留保及び譲渡担保は、いずれも民法その他の法律
に定められた担保手段ではなく、変則的な担保手段であるこ
とから、非典型担保と呼ばれる。
　　これらの非典型担保については、その法的構成が問題とさ
れてきた。すなわち、目的物の所有権が上記の非典型担保の
設定を受けた者（以下、「被設定者」）に完全に移転し、設定を
した者（以下。「設定者」）には何らの物権も残らない状態とな
るとする「所有権的構成」を取るべきか、被設定者を完全な所
有権者とせず、設定者にも何らかの物権が帰属しているとす

る「担保的構成」を取るべきかが問題とされてきたのである。
　　本件のように、売買契約上に売主に所有権が留保された後、
目的物について譲渡担保権が設定された場合、いずれを優
先すべきかについては、上記のいずれの法的構成を採用する
かにより変化しうる。所有権的構成では、代金が未払いの間、
所有権は売主の下に留保される結果、買主は目的物について
譲渡担保権を設定することができない。これに対し、担保権的
構成では、買主は、売主から目的物の所有権を取得するため、
譲渡担保権を設定することができ、売主と譲渡担保権者との
いずれを優先すべきかは、対抗要件具備の先後（不動産や自
動車の場合は登記・登録の先後、動産の場合は引き渡しの先
後）で決定されることとなる。

 (2) 本判決における判断
　　本判決は、当事者間で締結された売買契約の構造を分析
した上で、「売買代金の額が期間ごとに算定される継続的な
動産の売買契約において、目的物の引渡しからその完済まで
の間、その支払を確保する手段を売主に与えるものであって、
その限度で目的物の所有権を留保するもの」であるとして、所
有権的構成を採用し、売主に対する所有権留保と、買主が設
定した譲渡担保権は対抗関係に立たず、所有権留保が優先
する旨判示した。

　　なお、上記判断と、民事再生手続において留保所有権を別
除権として扱い、対抗要件の具備を求めた最高裁判所平成２
２年６月４日第二小法廷判決（民集６４巻４号１１０７頁等）との
整合性については、原審において判断がなされている。すな
わち、「法的倒産手続の開始後において、債務者の財産に係
る担保権の行使につき登記・登録等の具備が要求される（破
産法４９条１項、民事再生法４５条１項等）のは、個別の権利行
使が禁止される一般債権者と法的倒産手続によらないで別
除権を行使することができる債権者との衡平を図る趣旨と解
され、これらの規定が担保権相互の優劣関係を規律するもの
とはいえない」のである。

５　最後に
　　本判決により、企業の信用力の補完のため、原材料・仕掛品・
商品等の在庫を担保として把握するＡＢＬ（アセット・ベースト・
レンディング）等、動産譲渡担保を利用した融資の実務におい
ても趨勢とされていた、所有権留保が対抗力なくして優先する
との見解が確認された。かかる融資方法を実行する際には、
借主と仕入先との契約内容を精査して、所有権留保特約の
有無を確認するとともに、所有権留保特約の不存在を表明保
証条項により担保する等して、リスクを回避する必要があるこ
とが明白となった。
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かにより変化しうる。所有権的構成では、代金が未払いの間、
所有権は売主の下に留保される結果、買主は目的物について
譲渡担保権を設定することができない。これに対し、担保権的
構成では、買主は、売主から目的物の所有権を取得するため、
譲渡担保権を設定することができ、売主と譲渡担保権者との
いずれを優先すべきかは、対抗要件具備の先後（不動産や自
動車の場合は登記・登録の先後、動産の場合は引き渡しの先
後）で決定されることとなる。

 (2) 本判決における判断
　　本判決は、当事者間で締結された売買契約の構造を分析
した上で、「売買代金の額が期間ごとに算定される継続的な
動産の売買契約において、目的物の引渡しからその完済まで
の間、その支払を確保する手段を売主に与えるものであって、
その限度で目的物の所有権を留保するもの」であるとして、所
有権的構成を採用し、売主に対する所有権留保と、買主が設
定した譲渡担保権は対抗関係に立たず、所有権留保が優先
する旨判示した。

　　なお、上記判断と、民事再生手続において留保所有権を別
除権として扱い、対抗要件の具備を求めた最高裁判所平成２
２年６月４日第二小法廷判決（民集６４巻４号１１０７頁等）との
整合性については、原審において判断がなされている。すな
わち、「法的倒産手続の開始後において、債務者の財産に係
る担保権の行使につき登記・登録等の具備が要求される（破
産法４９条１項、民事再生法４５条１項等）のは、個別の権利行
使が禁止される一般債権者と法的倒産手続によらないで別
除権を行使することができる債権者との衡平を図る趣旨と解
され、これらの規定が担保権相互の優劣関係を規律するもの
とはいえない」のである。

５　最後に
　　本判決により、企業の信用力の補完のため、原材料・仕掛品・
商品等の在庫を担保として把握するＡＢＬ（アセット・ベースト・
レンディング）等、動産譲渡担保を利用した融資の実務におい
ても趨勢とされていた、所有権留保が対抗力なくして優先する
との見解が確認された。かかる融資方法を実行する際には、
借主と仕入先との契約内容を精査して、所有権留保特約の
有無を確認するとともに、所有権留保特約の不存在を表明保
証条項により担保する等して、リスクを回避する必要があるこ
とが明白となった。
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